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教育厚生委員会会議録 

 

日時     令和３年１０月４日（月）   開会時間 午前１０時００分 

                      閉会時間 午後 ２時２０分 

 

場所     委員会室棟 第２委員会室  

 

委員出席者  委 員 長   古屋 雅夫 

       副委員長   市川 正末 

       委  員   皆川  巖  乙黒 泰樹  早川  浩  水岸富美男 

              望月 利樹  藤本 好彦 

 

委員欠席者  委  員   桜本 広樹 

 

説明のため出席した者  

   感染症対策統轄官 小島 良一  感染症対策統轄官補 大久保 雅直 

   感染症対策グループ感染症対策推進監 佐野 満 

   福祉保健部長 成島 春仁  福祉保健総務課長 小俣 達也  

   健康長寿推進課長 細田 尚子  国保援護課長 砂田 千波  

   障害福祉課長 古澤 義彦  医務課長 齊藤 武彦  衛生薬務課長 大澤 かおり 

   健康増進課長 行村 真生 

   子育て支援局長 依田 誠二  子育て政策課長 土屋 嘉仁  

   子ども福祉課長 柳沢 章司 

 

   教育長 三井 孝夫  教育次長 小田切 三男  教育監 中込 司 

   教育監 手島 俊樹  理事 降籏 友宏  次長・総務課長事務取扱 藤原 鉄也 

   働き方改革推進監 権太 正弘  ＩＣＴ教育推進監 遠藤 豊 

   福利給与課長 田草川 耕  学校施設課長 古屋 ひとみ 

   義務教育課長 秋山 克也  高校教育課長 高見澤 圭一 

   高校改革・特別支援教育課長 保坂 一郎  生涯学習課長 鎌田 秀一 

   保健体育課長 上田 直人 

 

 

議題 （付託案件） 

第１０８号  山梨県児童福祉施設に関する基準を定める条例中改正の件 

第１０９号  令和３年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員

会関係のもの、第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの

及び第３条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

 

請願第２－  ２  号  公立・公的病院の「再編・統合」に反対し、山梨県の地域医療の拡充

の意見書採択を求めることについて  

請願第２－１６号  ゆきとどいた教育を求めることについて  

 

 

審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。ま

た、請願第２－２号、請願第２－１６号については継続審査すべきものと決定

した。 
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審査の概要   まず、委員席の指定を行った。次に、委員会の審査順序について、知事直轄

組織・福祉保健部・子育て支援局関係、教育委員会関係の順に行うこととし、

午前１０時から午後０時９分まで知事直轄組織・福祉保健部・子育て支援局関

係の審査を行い、休憩をはさみ、次に、午後１時１５分から午後２時２０分ま

で途中休憩をはさみ教育委員会関係の審査を行った。 

 

 

主な質疑等  知事直轄組織・福祉保健部・子育て支援局関係 

※第１０８号   山梨県児童福祉施設に関する基準を定める条例中改正の件 

 

質疑     なし 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

※第１０９号   令和３年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員

会関係のもの、第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの及

び第３条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

 

質疑 

 

       （宿泊療養施設設置事業費）  

乙黒委員  初めに、知直２、３ページ。新型コロナに対応する部分で宿泊施設を活用し

ていろいろやられていると思いますが、先ほどの説明の中で、既に、これが６

カ所目という話もありまして、軽症者を受け入れるホテルと医療強化型の宿泊

療養施設の違いと、ホテルによって対応が違うのかについての説明を、もう一

度お願いしたいと思います。 

 

佐野感染症対策推進監 宿泊療養施設につきましては現在６カ所ございますけれども、そのう

ち中央市にありますホテルルートイン山梨中央、それから富士河口湖町にござ

います東横ＩＮＮ富士河口湖大橋、この２カ所が、今、医療強化型の宿泊療養

施設ということで、８月から稼働しているところでございます。 

  医療強化型の宿泊療養施設につきましては、病院に入院する症状ではない方

が入るところですけれども、そちらは医師が常駐しまして、酸素の投与ですと

か、あるいは重症化を防ぐと言われておりますカクテル療法というような、い

わゆる医療処置、あるいは投薬もできるということで、より医療的なケアを厚

く行える体制が整っております。 

 

乙黒委員  第５波によりコロナ感染の人数がふえる時期があったり、今は落ちついてい

たりという部分で、ホテルの運営が難しいと思うんですけど、今、宿泊療養施

設が６カ所あるということで、第５波を過ぎで、今度は第６波を視野に入れて

確保していく方向だと思うんですけど、実際に軽症者によるホテルの利用率や
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第６波をどの程度想定したうえで、このホテルの数で足りるといった計画。ホ

テルを借りるというのも、どの程度の期間借りているのか。その辺の計画につ

いて、もう少し詳細に教えていただければ。 

 

佐野感染症対策推進監 この夏は入院者等々が多く出たところでございますけれども、一番多

かったころが７００人を超えるくらいの入院者、療養者という形になってござ

いました。厚労省からも、夏の状況を踏まえて医療確保提供体制の見直し等々

を進めるようにという通知も来ております。現状、この夏を想定した場合です

と、今回、６カ所目の宿泊療養施設までふやすということでお願いしていると

ころでございます。そうしますと、ホテルでは６施設合わせて９６６の部屋数

を確保することができております。あわせて、病床が３６７ございますので、

この夏の感染者数を想定した場合では十分対応できる状況かと思っておりま

す。 

  それから、期間につきましては、今回の予算では３月末までということでお

願いをしているところでございます。 

 

乙黒委員  これから冬場に向けて、またふえる時期になります。感染者数が減ってきた

中で、ホテルとの対応は、いろいろ大変だと思いますが、急に人数がふえたと

きに対応できないことがないよう、しっかりとやっていただければと思いま

す。 

 

       （電子版かかりつけ連携手帳普及促進事業費）  

  次に、福９ページ、電子版かかりつけ連携手帳についてお伺いします。私は

一般質問でも質問させていただいて、さまざまな利用の部分を考えると、すご

く有効的なプランで、さまざまな状況に対応できるよう、いろいろと進んでい

ると感じております。 

  その中で、答弁にはなかったんですけど、その後の報道を見ていたら、重度

心身障害者の金銭的な部分を免除できる仕組みが報道されていたので、その部

分について説明をいただければ。 

 

古澤障害福祉課長 重度心身障害者の医療費助成の関係でございます。昨年度６月補正予算に

重度心身障害者の医療費助成の新しい仕組みを構築したいということで取り組

みを始めてございます。具体的には、窓口無料を念頭に置きまして、実質的に

窓口で現金を支払わないで済むよう利便性を向上させるものでございます。 

  この新しい仕組みですけれども、もともと窓口無料方式というのは、窓口無

料を実施していた平成２６年１０月までは、国が国民健康保険会計の国庫負担

金を減額する措置をとっておりました。平成２５年度には、本来県や市町村に

入ってくる９億円に近い金額が減額されていたということで、今、償還払い方

式、自動還付方式という形になっております。 

  この国民健康保険の減額措置を回避するため、新しい仕組みについては、電

子版かかりつけ連携手帳により、投薬ですとか検査の結果、いわゆる患者の医

療情報を医師と共有するような仕組みになっていること、また支払いを電子決

済にするという、この２つを組み合わせた形で新しい仕組みをつくろうと進め

ているものでございます。 

 

乙黒委員  当時、私も市議会議員として、無料化が償還払いになったりという部分で、

いろんな不自由を感じているというさまざまな声を聞き、市のほうにも言った

り、また県ともいろいろ調整していた。ただ、国からの減額という部分で、な

かなかうまくできないという状況だった。 
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        今回の発想は、すばらしいと思うんですけど、その部分の取り組みについて

は、昨年審査が済んでいて、今回、この電子版かかりつけ連携手帳が実際に動

き出すということで、それが実際にできるようになったという認識でよろしい

んですか。 

 

古澤障害福祉課長 補足させていただきます。昨年６月に事業予算を組みまして、厚生労働省

とペナルティーの回避について協議を進めてきた結果、実質、繰越事業という

形で繰り越しを行うような形になってございます。その事業の中身とすれば、

電子決済のシステムをつくるということ、それからモデル事業を実施するとい

う事業内容になってございます。 

  一定の整理が終わった今の段階で、この１０月からモデル事業を実施しよう

ということで進めてきております。この１０月というのは、電子版かかりつけ

連携手帳が県立中央病院で導入されて動き始めるタイミングに合わせてござい

ます。 

 

乙黒委員  まずは、モデルケースでスタートするとお伺いしました。すばらしい取り組

みだと思いますので、電子版かかりつけ連携手帳の普及とあわせて、そういっ

た部分の情報をしっかりと精査して、ほかの病院でもできるようにしっかりと

取り組んでいただきたいなと思います。 

 

       （ヤングケアラー支援強化事業費）  

  最後に、もう１点、子４ページ、ヤングケアラーについてお伺いします。 

  こちらも一般質問をさせていただきましたが、今回、関係機関による連携支

援体制の構築ということで、ネットワーク会議や講演会の開催が明記されてお

ります。このネットワーク会議に参加されるのはどのような方か、また、講演

会はどのような方をターゲットに開催するのかをお伺いします。 

 

柳沢子ども福祉課長 ただいまは、ネットワーク会議の構成メンバー及び講演会のターゲット

等について御質問をいただきました。 

  ネットワーク会議につきましては１９名で構成しています。県内の学識経験

者、ヤングケアラーについて研究をなさっている大学の先生及び各機関の支援

者の代表ということで、地域包括、介護の関係ですとか障害サービス事業者の

方、学校は高校や義務教育の学校の校長先生、また、ＰＴＡの会長の皆様にも

御参画をいただいております。また、今回の調査でも、つなぎ先として市町村

に要保護児童対策地域協議会というものがございまして、そことの連携が一番

多うございました。この要対協の代表の方にも御参画をいただいているところ

でございます。 

  こういった方々に、実際の現場で起こっていることについてきちんと御意見

をいただきまして、包括的な支援ができるよう努めてまいりたいと思っており

ます。 

  もう１点、講演会につきましては、大きくターゲットを２つに分けていま

す。１つは県民向けでございます。県民の皆様がヤングケアラーについて認識

していただくことによって、早期の発見や関係機関等への連絡というものにも

つながりますし、また、地域の中でお声かけをしていただく、相談に乗ってい

ただくということにも通じるかと考えています。もう１つのターゲットは支援

者でございます。早期発見や早期支援、連携という中で、支援者がきちんと相

談支援を行うための技術、知識といったものが必要になってまいりますから、

こういったものが高められるような研修を行ってまいりたいと思っておりま

す。 
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乙黒委員  ヤングケアラーの存在ですとか、そういった部分の認知が大分進んできた中

で、実際にそういった子供たちが、自分がヤングケアラーだと認識したとき

に、行政として、実際に今後どのようなサポートをするのか。 

        窓口である学校の指導員ですとか、また関係者と連携をしていく中で、項目

として、例えば、経済的な部分や労働力という部分、親や祖父母の介護といっ

た労働的な部分の支えが必要になってくると思うんですけど、実際に行政とし

て具体的にどのようなサポートを考えているのか、今、わかる部分があれば教

えていただきたいと思います。 

 

柳沢子ども福祉課長 行政として、ヤングケアラーの子供たちにどのようなサポートをするの

かという御質問をいただきました。 

  まず、子供が認知して相談に移れるような仕組みづくりを構築してまいりま

すから、その相談をきちんと受けて相談に乗れる体制をつくるのが一番かと思

っておりまして、９月の補正予算に計上させていただいたところでございま

す。 

  今後につきましては、支援者から見た課題ですとか、実際に支援者がかかわ

る中で、どのようなサービスができているのか、また、できていないのか。で

きていないとすれば、どういった背景があってのことなのかというところをネ

ットワーク会議の中で整理をさせていただきまして、今後、必要なサポートを

検討してまいりたいと思っております。 

 

乙黒委員  まだまだ具体的なサポートの部分が進められていないのかなと思いますの

で、まずは、そのケアの部分を先にやっていただく中で、実際にヤングケアラ

ーと認知された子供たちは、先ほども言いましたが、経済的な部分ですとか、

あと労働力で足りていないところを担ってしまっているので、行政でサポート

するとしたら、お金か人手という部分になると思うんです。ただ、子供の立場

で補助金の申請をするのは現実的ではないと思いますし、本来であれば保護者

がやるべきことだと思うんですけど、それができていないからヤングケアラー

になってしまっているということを考えると、具体的なサポートをかなり明確

にして、子供たちにも伝えて申請できるシステムをつくらないと、実際にヤン

グケアラーを救っていくのは難しい。大人だったら情報を仕入れて自分でやっ

てくださいと言えるんですけど、対象が若い世代ということで、具体的な部分

について、かなりわかりやすい発信をしないと。今後は、さらに先の部分をお

示しいただきたいなと思います。今は、そこまでお答えできないと思いますの

で、次回以降またお伺いしたいと思います。 

 

       （障害者就労支援施設工賃向上推進事業費）  

早川委員  まず、福４ページ、障害者就労支援施設工賃向上、これが産福連携というこ

とですか。障害者就労支援施設の賃金とか商品の値段の問題は昔から重要だっ

たと思うんですけど、今回コロナ禍もあって、一層苦労されているという状況

にあると思います。私のところへもたくさんの声が届いています。一般質問で

もあったかもしれませんが、こういった中で実態調査をして、経営改善もす

る、また企業とマッチングするということですが、具体的にどんな内容です

か。 

 

古澤障害福祉課長 就労継続支援事業所と企業が連携する産福連携といった取り組みを実施し

てまいりたいと考えてございます。 

  やはり、コロナ禍において下請作業が減る、それから製造する商品等の販売
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機会が減少するといった状況がございまして、生産活動の内容や方法の見直し

を迫られております。一方で企業側には、新たに、こういった事業所と連携し

て新しい価値を創造して事業展開をしていきたいといったニーズが芽生えてき

ているということがございます。 

  ポストコロナを見据えまして、事業所と企業が活動を見直す、連携できるよ

う事業所が活動を見直す機会をつくる。運営面や、スキルアップを図らなけれ

ばならない。そういった観点から経営改善に取り組むということを後押ししな

ければいけないだろうということで、まず、経営改善につきましては、経営コ

ンサルタントに委託させていただきまして、コロナ禍における生産活動の考え

方ですとか、工賃向上に取り組むためのノウハウといったことを身につけても

らう研修会を開催していきたいと考えております。その上で、意欲のある事業

所にアドバイザーを派遣して、経営改善策の検討、推進を図ってまいりたいと

いうことがございます。 

  それから、マッチングにつきましては、県内の中小企業の成長を支援してい

る、やまなし産業支援機構と協力しまして、そのノウハウを活用して進めてま

いりたいと考えてございます。 

  実態調査ですけれども、やはり、こういった取り組みを進めるには現状把握

をする必要があることから、県内に１２０ある事業所で、どのような仕事に対

応できるのか、質や量について確認する調査をしたい。それから、企業側にも

調査したいと考えてございます。やはり発注ニーズや連携意向を確認する調査

を行うこととしております。 

 

早川委員  県内に１２０施設あるということで、非常に重要な取り組みです。もちろん

コロナ禍で重要になってきているんですけど、これは今回の予算だけじゃなく

て、息を長く続けていかなきゃいけないと思うんです。そういった観点でいく

と、何かもうちょっと具体的な、短期的または中期的なビジョンがないと、調

査をしてこうだったという単発的な事業になってしまう。産福連携と打ち出し

ているわけですから、ビジョンを掲げるべきだと思うんですが、その辺はいか

がでしょうか。 

 

古澤障害福祉課長 本年度は、事業所の意識醸成やスキルアップをするというお話をさせてい

ただきましたけれども、これに加えまして、実態調査をもとに、連携を促進す

るための産福連携戦略といったものを策定する予定となっております。双方の

ニーズを近づけるための方策といったものを示すとともに、県内企業が事業所

を積極的に活用いただけるよう、連携した事業展開を行うためのコンセプトと

いったものも盛り込むこととしております。 

  委員おっしゃるように、ビジョンも内容に含めながら策定をしたいと思って

おります。 

  この戦略に基づきまして、明年度から、中小企業等の実情を把握する、やま

なし産業支援機構と連携をいたしまして、産福連携を進めてまいりたいと考え

ております。 

 

早川委員   産福連携戦略を新しくつくるということで、それは今後も非常に重要になっ

てくると思うので、しっかり取り組んでいただきたいと思います。  

 

       （自殺対策調査研究事業費）  

  質問変わりまして、福１１ページ、自殺対策調査研究事業費について伺いま

す。 

  コロナ禍で、自殺については非常に重要な問題になってきていると思うんで
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すけど、我々も山梨県の自殺対策議連に参加させていただいておりまして、た

しか春、６月に委員会がありまして、そこで改めて自殺者がふえているという

状況を聞きました。重なるかもしれないですけど、改めて、県内の自殺者の状

況、その要因や理由も含めて、できるだけ細かくお伺いします。  

 

行村健康増進課長 県内に住居を有する方の本年１月から８月までの自殺者数につきましては

９９名でありまして、前年同期に比べまして２０名の増となっております。 

  具体的な属性等を申し上げますと、男女別では、男性が１７名の増、女性が

３名の増であります。また、年齢別では、２０代が１３名の増、８０歳以上が

５名の増となった一方、唯一減少しているのは４０代でございまして、４名の

減となってございます。 

  また、原因、動機につきましては、鬱病を含む健康問題が１５名の増、勤務

問題が７名の増となっております。 

 

早川委員   非常に深刻な問題で、山梨県としても、もう一段突っ込んだ対策をしていか

なきゃいけないと改めて感じました。そこで、まず、今回の調査で自殺の要因

調査や背景分析ってあるんですけど、この内容をもう少し詳しく教えてくださ

い。 

 

行村健康増進課長 本調査につきましては、先行の学術研究等を踏まえまして、自殺死亡率

と、例えば失業率ですとか交際費などといった各種統計データを都道府県比較

することによりまして、自殺に関連すると考えられる社会的、経済的指標を抽

出し、本県の立ち位置を明らかにするとともに、その背景を調査することとし

ておるものでございます。 

  さらには、感染症の影響、県民性なども考慮した分析を実施し、本県社会の

抱える自殺リスクを検証してまいりたいと考えてございます。 

 

早川委員   こういう調査をすることで指標が数字で出てくるんですけど、議連のときに

もさまざまあったんですけど、自殺って、単に数字だけじゃなくて、例えば、

気持ちの問題とか健康上の悩みがいろいろ絡み合っていると思うんですよ。調

査をしっかりとやっていくためには、自殺をやむを得ずしてしまった側とか、

その周りとか、自殺をされる状況になってしまった側の方々やグループとコン

タクトを取らないと、調査を分析して数字で……。デスクワークではなくて、

現場に寄り添っていかなきゃいけないと思うんですけど、その辺が足りないん

じゃないかなと思うんですが、その辺、今回は何もやらないんですか。  

 

行村健康増進課長 委員御指摘のとおり、自殺の多くが、さまざまな悩みですとか要因が重な

り合って心理的に追い込まれた末のものが多いと認識しております。 

  そういったことを踏まえまして、今回は単に数字だけではなくて、民間支援

団体や有識者のヒアリング等を踏まえまして、自殺の原因となった動機を総合

的に判断して調査するとともに、例えば、本県の文化、民俗的な背景といった

ものの影響があるかどうかということについても検証してまいりたいと考えて

ございます。 

 

早川委員  文化、民俗的なところまで、さまざまということですけど、そういうことも

必要だと思います。一番重要なのは、せっかく健康増進課で調査するので、単

発的な水際対策で終わってしまうのではなく、本気で取り組むためには根本的

な問題解決も必要だと思うんです。そのためには、今回やってきた調査を適材

適所でしっかりとフォローアップしていかなきゃいけないと思います。 
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  それで、山梨県全体で全庁的な取り組みが必要です。そのためには、調査し

た結果を山梨県がどのように真剣に取り組むかが非常に重要になってくると思

うので、全庁的な取り組みですので、部長に、どのような考えでいらっしゃる

かを最後にお伺いします。 

 

成島福祉保健部長 委員御指摘のとおり、今回調査分析した結果につきましては、当然、福祉

保健部だけで対応できるものではないと考えております。県におきましても、

自殺対策本部を従前から設置させていただきまして、全庁的にいろいろ情報共

有を図る中で対策も進めてきております。今回の調査の結果によりまして、根

本的に何が原因なのか、どういうところが要因になっているのかというところ

を、しっかり全庁的に把握、情報共有させていただきまして、その要因となっ

ているところをしっかり対応していく取り組みを進めさせていただければと思

います。 

  また、県議会ともしっかり情報共有を図る中で、一緒に対策を進めさせてい

ただきたいと考えておりますので、ぜひとも、よろしくお願いをしたいと思い

ます。 

 

       （ＰＣＲ検査体制強化事業費補助金） 

水岸委員  課別説明書、知直２ページ、ＰＣＲ検査体制強化事業費補助金について何点

か伺います。 

  デルタ株の蔓延により、この夏は全国的に感染者が急増してしまいましたけ

れども、本県においても、８月には２,０００人を超えるという感染者が確認

され、過去最多を記録しています。 

  感染拡大を防止するためには、早期に感染の連鎖を断ち切ることが肝要であ

り、このためには濃厚接触者等を特定し、確実に検査につなげることが重要だ

と思いますけれども、そこで何点か伺います。 

  まず、本県において、現在、１日当たり何件のＰＣＲ検査が可能な体制とな

っているのか。また、これまでに１日当たりの最大件数は何件であったか伺い

ます。 

 

佐野感染症対策推進監 本県では、医療機関、あるいは県衛生環境研究所などを合わせまし

て、現在、１日当たり７９０件のＰＣＲ検査が可能となっております。また、

これまでの１日当たりの実績で最多は、保育所等で実施しております職員の定

期検査分を除きますと、８月２４日の９６４件となります。このとき緊急時の

対応としまして、各検査機関に時間外を含めた検査をしていただいたことによ

り対応したところでございますが、このときのように緊急的な対応を要する場

合は、現状、１日当たり１,２００件のＰＣＲ検査が可能となっております。 

 

水岸委員  緊急時は１,２００件ということで、通常の検査可能件数を上回る検査を行

っているようですけども、この補助金により、どの程度件数をふやすことがで

きるのか伺います。 

 

佐野感染症対策推進監 今回の予算によりまして１０台のＰＣＲ検査機器の整備を予定してお

り、これによりまして検査件数は４８０件程度ふやすことができると見込んで

おります。 

  これまでの検査可能件数と合わせますと、１日当たり通常で１,２７０件の

ＰＣＲ検査が可能となると見込んでおるところでございます。 

 

水岸委員  デルタ株の感染力は野生株の２倍とも言われていますけども、このデルタ株
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よりも感染力の強い異変株が蔓延した場合にも対応できるのか、考えをお聞か

せください。 

 

佐野感染症対策推進監 今回の整備により、緊急時として時間外を含め検査をしていただくこ

とによりまして、７００件程度検査件数をふやすことが可能になると考えてお

ります。  

  その結果、緊急的な対応が必要となる場合には、これまでと合わせまして

１ ,９００件程度のＰＣＲ検査が可能となりますので、これまでの最多であり

ました１日当たりの検査件数の２倍程度までは対応できる見込みとなっている

ところでございます。  

  なお、今後、新たな変異株の状況ですとか、また、今、国が検討を進めてお

りますワクチン・検査パッケージの動向も踏まえる中で、必要に応じて検査体

制を検討してまいりたいと考えております。  

 

水岸委員  感染拡大防止のためには、本事業の着実な実施により検査体制を確立いただ

くようお願い申し上げます。 

 

       （宿泊型産後ケア利用促進支援事業費補助金） 

  次に、子３ページ、宿泊型産後ケア利用促進支援事業費補助金について伺い

ます。 

  コロナ禍において、身近な人や友達に会ったりする機会も減り、産後の育児

に悩むお母さんたちも多いわけですけども、県では、９月補正予算に宿泊型産

後ケア利用促進支援事業費補助金を計上しておりますが、私は代表質問でも触

れさせていただきましたが、このようなときこそ妊産婦のケアを行う産前産後

ケアセンターの果たす役割は大きいと考えております。特に、宿泊して助産師

等が母親の心身の回復や育児の指導等を行う宿泊型産後ケアの事業の利用が有

効であると思いますけども、そこで何点か伺います。 

  宿泊型産後ケア事業について、現在の利用状況を伺います。 

 

土屋子育て政策課長 令和３年度につきましても、新型コロナ感染症対策にかなり留意しなが

ら運営しておりますが、４月から８月まで１１５組、延べ２８６泊の利用者が

あったところです。  

 

水岸委員  新型コロナの感染拡大もあり、運営には苦慮していると思います。母親の負

担軽減といった意味でも、産後ケアセンターの安定的な運営は不可欠だと思い

ますけど、現在どのような状況か教えてください。 

 

土屋子育て政策課長 宿泊型の産後ケア事業については、実施主体が市町村になっており、県

と市町村が山梨県産後ケア事業推進委員会を組織して運営をしております。セ

ンターの運営主体は学校法人健康科学大学であり、宿泊型産後ケア事業につい

て学校法人に事業委託している状況です。  

  昨年度は、コロナ禍で緊急事態宣言が発令され、センターもかなり経営が厳

しい状況に置かれたため、継続して運営できるよう補正予算で財政支援を行っ

たところです。  

  昨年度の状況、また産前産後ケアセンター開設からの状況も踏まえまして、

安定的な運営が可能となるように、利用実績に応じた委託料から事業に要する

経費をベースとした委託料の算定に、算定方式を見直して、安定的な運営がで

きるようにしたところです。  
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水岸委員  先ほど早川委員からの質問にもありましたけども、自殺の要因に産後鬱とい

うことが結構あると思います。その防止にもつながると思いますので、ぜひ、

周知をしていただきながら、自殺防止にもなればなと思っていますので、よろ

しくお願いします。 

 

       （病床機能再編推進事業費）  

望月（利）委員   課別説明書、福８ページ、病床機能再編推進事業費について、幾つか伺い

たいと思います。  

  先ほどの御説明の中で、地域構想の実現に向けた病床の再編を推進するため

という説明を受けました。地域構想というのは、国が令和元年９月に病床数の

削減を、これは私の思いですが、一律に全国に病床数の削減を求めるような、

ある程度強制して削減していくものじゃないかという思いを持っております。

一方、我々の地域医療というのは、それぞれの病院が、それぞれ工夫しなが

ら、例えば、私の地元の飯富病院は削減の対象になっている病院ですが、へき

地医療拠点病院とか峡南在宅医療支援センターなど、工夫を凝らして地域のへ

き地医療、また在宅医療をしっかりと担っている。 

        私は、こういった国の方針というのは、どうなのかなと思っている中、今回

この予算が出てきたので、幾つかお尋ねしたいと思っています。  

  まず、国が病院名を公表した以降、今は、どのような経過になっているのか

お伺いします。  

 

齊藤医務課長   本県では、平成２８年度に地域医療構想を策定しております。その当時から

の考え方でございますけれども、まず、地域の中で合意形成をしっかり図って

いただくということ、あわせて、県は各病院の自主的な取り組みに対して支援

していくということを念頭に進めていったところであります。  

  この考え方につきましては、令和元年に７病院が公表された以降も変わって

おりません。  

        令和元年当時、その考え方に基づきまして、各地域におきまして全病院、医

師会、あとは県等の関係者が一斉にそろいまして、課題の洗い出し等々を行っ

ておったのですけれども、その後、新型コロナ感染が拡大したということで、

実質的に議論をストップしているという状況であります。  

 

望月（利）委員   まさに、コロナ禍で病床を減らしていくというのは、私はナンセンスだと

思っています。今の構想から、コロナ感染症が蔓延している状況を踏まえて、

国は、この問題についてどのように考えているのかお伺いします。  

 

齊藤医務課長   コロナ感染症の感染蔓延を受けまして、まさに公立・公的病院がコロナ対応

に果たした役割が極めて大きいということであります。本県におきましても、

それは同様でありまして、国は、このような状況を踏まえまして、再編統合の

検討時期でありますとか、構想に関するそもそもの取り組み方について、地方

の意見などを踏まえながら改めて示すということになっているところでありま

して、県では、この動向を注視しているという状況であります。  

 

望月（利）委員   まさに、こういう医療の問題というのは、我々地方自治体がしっかりと地

域の実情に合った基礎自治体や病院と相談しながら進めていくべき問題だと思

っております。今回、この予算書に出ている勝沼病院が支給対象になっている

ということですが、ここに至った経緯についてお聞かせいただけますでしょう

か。 
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齊藤医務課長   当時作成いたしました国の地域医療構想を進めていくという前提で、消費税

の増税分を財源といたしまして、今回、国が１０分の１０を負担する中で、こ

の給付事業を創設したということであります。  

  勝沼病院でございますけれども、委員おっしゃるように、国が公表した県内

７病院の１つではありますけれども、もともと病床の稼働率が低いこと、あと

は病床の６部屋を４部屋にして患者さんへのケアを厚くするといった考え方の

中から、病院独自の御判断によりまして、この４月に削減をしたところであり

ます。 

  今回の給付でございますけれども、国の給付要件に合致したというところで

給付を受けていただくものでございます。  

 

望月（利）委員   もともと稼働率が低いからという説明で、それで、この予算を予算化して

使っていくということですが、この給付金をもとに病院の削減を要請していく

と、山梨県全体もそうやっていくよと受け取られてしまうんではないかとの懸

念もありますが、その点についてはいかがでしょうか。  

 

齊藤医務課長   繰り返しになりますけれども、県のスタンスといたしましては、地域におけ

る合意形成を丁寧に図っていくということ。また、各病院の自主的な取り組み

を促して、そこに支援をしていくということであります。  

  国が有利な給付金を創設したということですので、要件が合致した暁には給

付を受けていただくということでございまして、決して、県が主導して病床の

削減を求めていくというものではありません。  

 

望月（利）委員   繰り返しになりますが、病床数の削減というのは、やっぱり地域でしっか

りと考えて判断してやっていくべきもの、そこが主体となるべきものだと思っ

ています。  

  また、病床数を削減していくと、これから高齢者の医療難民がふえていく方

向になるんではないかと思っております。地域の実情に合った、しっかりとし

た医療体制を、県、市町村、もしくは医療者が主体となって進めていってほし

いと思っておりますが、最後に御所見をいただきます。  

 

齊藤医務課長   繰り返しになりますが、しっかり地元の合意形成を図っていくというスタン

スでありますので、今、委員からいただいたお言葉を肝に銘じながら、しっか

り地域で合意形成を図っていきたいと思います。  

 

       （男性介護者応援プロジェクト事業費）  

藤本委員   ２点お伺いいたします。  

  福３ページ、在宅老人対策費の中の男性介護者応援プロジェクト事業費につ

いてお伺いします。 

        これは、タイトルからして大変期待しているんですが、割と介護者というと

イコール女性みたいな、偏見等ではないんですけれど、割と介護者や福祉とい

うと女性というイメージがある中で、今後、男性の介護者の果たすべき役割が

どんどん上がっていくんじゃないかなと。客観的なデータ等は手元に今ないん

ですが、現場にいた中で感じていたことなんですけれど。この男性介護者応援

プロジェクトというのは、どういった事業を展開するのか。まず、事業の内容

についてお伺いいたします。  

 

細田健康長寿推進課長 藤本委員の御指摘のとおり、近年、在宅における男性の介護者の割合

は年々ふえております。国の調査では、在宅で介護している３人に１人が男性
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という調査結果も出ているところです。  

  今回の事業の内容ですけれども、男性の介護者は、家事や介護になれておら

ず、仕事との両立も難しく、また、ふだんから地域のかかわりも少ないと言わ

れております。そのため、一人で抱え込んでしまい、虐待に発展するケースも

ございます。  

  特にコロナ禍にあって、社会全体のつながりが希薄になっていることを踏ま

え実施する事業でありまして、具体的には、支援のあり方を考えるための講演

会や男性介護者同士が語り合う意見交換会を実施する予定となっております。  

 

藤本委員   事業について教えていただきました。僕も現場にいたときに、こういったも

のがあると、よりアプローチしやすかったかなと。割と男性の方って介護現場

に身を置いて長く続けるという方がとても少なかったものですから、こういう

メニューがもっと過去にあることで、離職される男性介護者が、より抑制でき

たんじゃないかなと思いました。  

        県としてデータがあるかわからないんですが、これまで、今回のような男性

介護者に向けた事業を行ったことがあるんでしょうか。  

 

細田健康長寿推進課長 男性介護者に特化した事業は今回初めて実施いたします。  

  藤本委員が御心配されているのは、恐らく施設の男性従業員の方も含めてか

と思います。施設に勤める方への支援につきましては、これまでも、男性に限

らず、離職防止のための若年層への意見交換会やセミナーの実施、それから介

護アンバサダーによる魅力の発信事業等を通じて、介護の仕事のやりがいや魅

力を発信してまいりました。  

  また、長く仕事を続けるに当たっては、収入も大事な要素となりますので、

処遇改善加算の取得に向けての支援も行っております。  

  そして、施設が、介護をする職員の方から選んでいただけるように、質の向

上を目指すために、今年度は認証評価制度の仕組みを構築しているところであ

ります。  

        こういったことを通じて、施設で働く職員の確保、定着に努めているところ

です。 

  今回の事業につきましては、在宅で家族を介護している男性の方を対象にし

た事業となっております。在宅で介護をされている方も、いろいろな悩みを抱

えながら、特に男性の方は孤立しやすいということで、今回の事業を行うこと

によって、介護者同士のつながりを持ち、また、我々行政の職員も実際に介護

をしている男性の方から直接話を聞くことで、具体的な支援につなげていきた

いと考えております。 

 

藤本委員   どんどん施設が出てくればいいんですけれど、なかなか施設を建てるという

ことよりも、今、誰かの手を必要としている方ですとか、誰かに背中を支えて

もらいたいという方は、やっぱり住みなれた場所での介護を必要としていると

思いますので、ぜひ、今後、男性の方への支援を継続して行っていただきたい

と思います。  

 

       （在宅医療推進事業費） 

  それと、もう１点、今度は福９ページ、在宅医療推進事業費についてお伺い

いたします。  

  私は本年２月議会の本会議の一般質問で、在宅医療を支える体制の充実と強

化について質問をさせていただきました。この在宅医療の推進というのは、先

ほども介護のことを質問させていただいたんですけど、高齢社会における医療
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はもとより、へき地などの地理的な要因によって移動の困難な方々が、必要な

ときに、必要な分だけ、必要な部分に医療を受けられる体制を整備する上で極

めて重要な取り組みだと考えます。  

  そこで幾つかお聞きしたいと思うんですが、まず、本県における在宅医療の

ニーズの認識を、県としてどのようにお持ちなのかお伺いします。  

 

齊藤医務課長   委員御指摘のように、在宅医療は極めて重要なテーマだと思っておりまし

て、これまでも住みなれた地域で暮らして療養したいというニーズはもちろん

ございました。  

  加えまして、コロナの感染拡大に伴いまして、病院や診療所、施設等々での

感染拡大、感染を恐れた方々、もしくは感染を懸念された方々が、なるべくな

らば自宅で療養したいというニーズがふえてきていると承知しております。こ

のため、これから在宅医療については、しっかり取り組んでいかなきゃならな

いと思っているところでございます。  

 

藤本委員   今後ますますニーズが高まっていくと。それに輪をかけて、昨年から続いて

いるコロナ禍において、それが加速しているということだったんですが、本県

の在宅医療に取り組む医療機関というのが、現在どの程度あるのか、実態につ

いてお聞かせください。  

 

齊藤医務課長   直近の国の統計でございますが、本県におきます訪問診療を実施する病院、

一般診療所の数は、合計で１２９施設となっているところであります。  

 

藤本委員   現在、この１２９施設で在宅が可能だということですけれど、今後、在宅を

する上で、さまざまな関係部局といいますか、関係者が協力していかないと、

なかなか在宅医療を進めようといったときに進んでいかないと思っておりま

す。ことしの４月から、山梨大学と連携して講座を開講して、看護師の方たち

が点滴などの特定行為を医師がいなくてもできるように研修の機会等を設けて

いるということを伺ったんですけれど、この在宅医療を支える看護師の養成の

実態についてお伺いします。  

 

齊藤医務課長   特定行為研修が始まって以来、県内の何人かの方が県外の施設へ行かれまし

て研修を受けたという実態は承知しているところであります。  

  この４月以降、山梨大学で初めて県内での研修が可能になったということ

で、山梨大学の看護師さん、また、ほかの病院の看護師さんが受講していただ

けると考えているところであります。  

 

藤本委員   そこで、この在宅医療を推進していく上では、多職種の連携が欠かせないと

いうことで、今、看護師、また介護のことを伺いました。この多職種連携の核

となるのがトータルサポートマネジャーだと思っていまして、このトータルサ

ポートマネジャーの養成は非常に重要で、できる限り多くの訪問看護ステーシ

ョンにトータルサポートマネジャーを着実に配置していくことが重要だと考え

ます。 

        そこで、現在のトータルサポートマネジャーの養成と訪問看護ステーション

への配置の実態についてお伺いします。  

 

齊藤医務課長   トータルサポートマネジャーでございますが、平成２９年の制度創設からお

おむね５年間で５０人の目標を立てておりました。ちょうど、ことしが５年目

になりまして、ことし末までに５３名の養成がなされる見込みとなっておりま
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す。 

  県内の訪問看護ステーションへの配置の状況でございますが、今年度末見込

みで３２のステーションに配置できるのではないかと思っておりまして、おお

むね県下の半数近くのところに置けると思っています。  

 

藤本委員   ぜひ、継続してトータルサポートマネジャーの養成と着実な訪問看護ステー

ションへの配置を進めていただきたいと思います。  

  さらに、県では、外来医療計画に基づいて、在宅医療の不足する地域で新た

に開業する医師に対して、これまで在宅医療への参加を促してきたと思うんで

すけれど、県として、どのように求めてきたのかお伺いします。  

 

齊藤医務課長   委員御指摘のように、外来医療計画の中で、中北、峡南、富士・東部、いわ

ゆる峡東以外の医療圏におきましては、在宅医療が必要だという認識に立ちま

した。そのエリアで診療所を開設されるドクターがいた場合には、私どもから

文書で在宅医療の取り組みを要請しているところであります。  

 

藤本委員   ぜひ、要請、参画については、できる限り同じ目線に立ちまして、現場の先

生方から、自然と、うちでも協力したいよという形で、県に問い合わせが来る

ような形を目指していただきたいと思います。  

  そこで、在宅医療の充実に向けて、今回この２つの事業を組んだと思うんで

すけれど、具体的な中身について、もう少し詳しくお聞かせください。  

 

齊藤医務課長   まず、ＡＩによる事業でございますけれども、こちらは医療従事者の方の負

担軽減を図るということでありまして、体温や脈拍など、いわゆる健康観察の

情報を、身につけていただくウエラブル端末等で自動的に集計を行います。そ

の結果、蓄積されたデータに基づきまして、ＡＩが、このまま経過観察でいい

のか、それともドクターや看護師が訪問して様子を見たほうがいいのかといっ

た患者さんの緊急度を判断します。その結果を、ＩＣＴ機器を用いまして、ド

クターや看護師等々の関係者に瞬時に情報が伝達されるということで、負担軽

減を図りながら関係者が情報共有できるシステムを、今般、山梨大学がつくる

ということになりましたので、そこに県が支援したいと思っております。  

  次に、在宅医療のスタートアップ事業でございますけれども、こちらは、御

参画いただく医療機関の裾野を広げたい、なるべく多くの方々に参画いただき

たいということで、本県の医療資源や受診動向などの基礎的な調査分析を行い

まして、それらのデータを医療法人等にお示しする中で、参入メリットであり

ますとか、運営ノウハウなどを皆様方と共有して研修をしていきたいと思って

いるところであります。  

 

藤本委員   ぜひ、この２つの事業を進めていただきまして、具体的に在宅医療の充実に

向けて取り組んでもらいたいと思います。  

  さらに、これまで県では、在宅医療を希望している県民の皆さんの要望に添

えるように、地域医療構想の策定前から在宅医療を提供する医療人材等の育成

や体制の整備に取り組んでこられたことは評価しています。 

        今回、在宅医療を担う医療機関の増加に向けて、県として、具体的にどうい

った目標があるのかお聞かせください。  

 

齊藤医務課長   県の総合計画で、令和４年度の訪問診療を実施する医療機関を設定してござ

います。こちらでは１５４施設以上と設定してございます。ただ、これは当時

の推計でありますので、次回の医療計画、または総合計画の算定の中では、先
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ほど申し上げましたように、コロナ禍の状況を踏まえて、また、先ほど委員か

らも御質問いただきました地域医療構想などを含めまして、いろんな要素が加

味されますので、改めてしっかり目標値を立てたいと思っております。  

 

藤本委員   ぜひ、目標をつくっていただきまして、進めていただきたいと思います。  

  最後に、山梨県として、今後の在宅医療の推進に向けた県の考え方について

御所見をお伺いします。  

 

齊藤医務課長   本県では、住みなれた地域で安心して暮らしていただけるように、地域包括

ケアの構築というものを推進しているところであります。その構築を推進して

いくためには、まさに在宅医療が大きな柱の１つと考えておりますので、今後

とも関係機関の方々としっかり連携する中で、充実した在宅医療の展開をして

まいりたいと思っています。 

 

藤本委員  私も、以前、介護ヘルパーとして、遅番ですとか、１６時間の夜勤帯で訪問

介護をした経験を持っています。繰り返しになりますけれど、今後、高齢者な

どが住みなれた自宅で自身の状態に応じた在宅医療の提供を受けるためには、

在宅医療に携わる医師や看護師の確保はもちろんのこと、医師や看護師、介護

支援専門員など、医療や介護にかかわる全ての人が連携して対応していくこと

が不可欠だと感じました。 

  ぜひ、県として、今後とも在宅医療の推進に向けて、関係者と連携して、し

っかり取り組んでいってほしいと思います。 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

 

※請願第 ２－２ 号  公立・公的病院の「再編・統合」に反対し、山梨県の地域医療の拡

充の意見書採択を求めることについて 

 

意見 

 

市川副委員長  先ほども質問にありましたけれども、地域医療の構想の推進は必要でありま

すが、地域により公立・公的病院が果たす役割は異なることから、地域の実情

を考慮して議論を進めていくことが必要であると思います。 

  また、国における新型コロナウイルス感染症への対応等も踏まえた今後の医

療提供体制についての議論を注視する必要があることから、継続審査とするこ

とが適当と考えております。 

 

討論     なし 

 

採決     採決の結果、継続審査すべきものと決定した。 

 

※所管事項 

質疑 
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       （障害者就労施設の工賃向上）  

早川委員   １点だけ、先ほど障害者就労施設の工賃向上に関して質問したんですけど、

これも現場から多くの声がありました。先ほどは民間との産福連携だったんで

すけど、山梨県とか地方公共団体が独自で優先調達をしており、厚労省が発表

している順位を見ると、平成３０年度は１ ,６００万円、平成元年度は１ ,８０

０万円と、いずれも山梨県は都道府県で４１位と低いんですね。これは金額な

ので経済規模とかいろんな理由があるので一概には言えないと思うんですけ

ど、いかんせん低いと思っていまして、産福連携戦略とか言っておきながら、

自分たちが低いとちょっとまずいんじゃないかと。まず、この原因をどうお考

えですか。  

 

古澤障害福祉課長 委員御指摘のとおり、厚労省の公表する数値というのは、各都道府県の総

額をあらわしております。それぞれ地域の事情が異なるため、単純に比較はで

きないと考えていますけれども、調達額が低い自治体は、やはり財政規模が小

さいといった傾向にあると思っております。  

  また、本県の調達額ですけれども、全国の調達額と比べまして、清掃ですと

か施設の管理業務など、調達額の増加に大きく影響する役務の割合が少ない傾

向にございます。この部分の発注が少ないことが、実績が低くなっている原因

の１つだろうと考えております。  

  県内の事業所を個々に見ますと、頑張っている事業所もございます。しか

し、やはり調達ニーズ、特に、安定的にという点に応えられる事業所が余りな

いといった課題もあろうかと考えております。  

  ちなみに、本県の優先調達の実績は、平成２４年度から公表されるようにな

りましたけれども、上昇傾向で推移してきておりまして、平成２４年度が４４

１万７ ,０００円ほどでしたけれども、令和元年度は、この４ .２倍の１ ,８７７

万２ ,０００円となっております。  

 

早川委員  先ほど財政規模というお話があったんですけど、これ一概にも言えなくて、

宮城県とか千葉県って、四十何番で低いんですね、事前にヒアリングしてみる

と、千葉県なんて、特にそれを改善しようとして、非常に努力をしている状況

があります。 

  そこで、たしか令和２年度ですね、知事がマスクプロジェクトというのをや

って、実績が出ていると思うんですけど、令和２年度の実績はどうだったんで

すか。その要因についてお伺いします。 

 

古澤障害福祉課長   令和２年度の状況でございますけれども、我が県の調達額の実績は３ ,３

７６万９ ,０００円となっております。このうち、今お話のありました手作り

マスクプロジェクトによる調達額実績が１ ,８８３万円ほどとなっておりまし

て、全体に占める割合も５５ .８％と高くなっています。  

  まだ全国の状況が公表されておりませんので、比較はちょっとできないんで

すけれども、このような状況になっております。  

 

早川委員  マスクプロジェクトもいつまでも続くわけじゃないと思うんです。本当に一

過性じゃなくてやらなきゃいけないと思うんですけど、県として、例えば千葉

県のように、より積極的に取り組むべきだと思うんですけど、その辺は、どう

お考えですか。 

 

古澤障害福祉課長 昨年度実施いたしました手作りマスクプロジェクトにつきましては、その
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背景として、コロナ感染症の影響がございました。障害者就労支援施設で働く

障害のある方の就労の機会、それから工賃を確保する必要があるという課題。

それから、保育所や幼稚園、児童養護施設などに不足していたマスクを提供す

る必要があるという課題。この２つの課題を解決するような施策でございまし

た。 

  こうした、まとまった物品調達の継続的な実施は、なかなか難しいと考えて

おりますけれども、委員御指摘のように、やはり知恵を絞って積極的にという

ことで、庁内できちっと連携をしながら、知恵を絞って優先調達が充実できる

よう取り組んでまいりたいと考えております。  

 

早川委員  もう１つは、各市町村と連携することが必要だと思っています。ただ、これ

も現場の人たちが言っているんですけど、山梨県の市町村って、そういう優先

調達に対して著しく意識が低い。市町村は全国で何番目ぐらいですか。 

 

古澤障害福祉課長 山梨県の市町村の総額ですけれども、昨年度の実績は２ ,９２２万５ ,００

０円となっています。全国での順位でいいますと４７番ということで、厳しい

状況でございます。  

  ちなみに、市町村の実績につきましても、初めて調査が行われた２５年と比

較すると１ .８倍ほど伸びてはございますが、こうした厳しい状況にあるとい

うことでございます。  

 

早川委員  ４７番ということで、もちろん我々も市町村に聞くと、民業圧迫ということ

と、障害をお持ちの人の製品と、いろいろ難しい問題があると。いかんせん、

山梨県が４１番で、市町村が４７番というのは、県として、市町村に対しても

しっかりアプローチというか、働きかけを推進していくべきで、今までどうだ

ったのか。また、コロナ禍もあるし、重要な問題だと思うんで、今後より一層

対応していかないとと思うんですが、最後にお伺いして終わります。 

 

古澤障害福祉課長 市町村に対しましては、これまでも優先調達の推進の働きかけをしてきて

おります。例えば、各市町村が集まるような会議の場で意見交換をするといっ

た形の中で、いいアイデアがあれば共有するということもしながら進めてきて

はいます。  

  今後ですけれども、各市町村と個別に話す機会を設けたいと考えています。

当然、地域の事情もあろうかと思いますので、そういったことも踏まえなが

ら、好事例を情報共有するというようなことも行いながら、具体的にどうやる

のかをお伝えし、私どもも一緒になって考えたいと思っておりまして、優先調

達が向上できるように取り組んでまいりたいと考えております。  

 

       （山梨食肉流通センターの甲州牛の問題） 

乙黒委員  １点だけお伺いします。山梨食肉流通センターの甲州牛の問題について、一

部、ことしに入ってから賞味期限が迫っていた牛肉が混入されていたという問

題で、賞味期限に関する部分はこちらとお伺いしたので、その詳細についてお

伺いします。 

 

大澤衛生薬務課長 山梨食肉流通センターにおける賞味期限切れの食肉を使用した疑いの事例

についてお答えをさせていただきます。  

  ８月２５日に、センターからそういった申し出がありました。それから、保

健所で立ち入り調査を実施したところでございます。  

        賞味期限切れとされた食肉そのものがなかったこと、記録や書類等がなかっ
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たこと、職員の申し出のみだったということで、賞味期限切れの食肉を使用し

たという事実を確認できませんでした。  

  ただ、念のため、ほかに賞味期限切れ食肉の在庫が残っていないことですと

か、健康被害が起きていないこと等を確認するよう指導をしたところです。  

 

乙黒委員  昨年も県産ブランド牛を他県産のものに偽装したという問題がありました。

この問題が、それと同時期に行われていたんじゃないかという提言があり、当

時マスコミに出たときに、その情報を県が把握していなかった、また、食肉流

通センターも自発的に発信しなかったということを、私は、そのときに、農政

の担当委員長といろいろ話をした。できていなかった部分がありますので、し

っかりと指導していただきたい。 

        １０月１日の山日の記事の中に、センターが再発防止策などをまとめた報告

書を提出したとあるんですが、この報告書は手元にございますか。 

 

大澤衛生薬務課長 １０月１日の記事にありました報告書の提出について、先ほど申しました

保健所の立ち入り調査の際、９月３０日までに報告書を提出するよう指導して

きたところです。  

  先ほど御説明しました賞味期限切れ食肉の在庫の有無や健康被害があったか

どうか、あるいは、記録や書類が整っていないということについて、今後どう

するのかということを報告するよう指導してきたところです。  

  その結果、９月３０日に保健所に報告書の提出があったところです。報告書

によると、賞味期限切れ食肉の在庫はないということの確認ができておりま

す。健康被害も出ていないということの確認ができております。また、今後の

改善計画書が提出されておりますので、改善計画書に基づく適正な運用が行わ

れているかどうかを、引き続き、立ち入り調査を行いながら確認していくとこ

ろでございます。  

 

乙黒委員  社員の倫理観ですとか、教育は当然必要ですけど、一人の倫理観に頼るだけ

ではなく、今後は、会社としてのチェック機構といった部分を、しっかりやっ

ていただきたい。 

        できれば、その報告書を委員会で資料請求させていただければと思います。 

 

古屋委員長   ただいま乙黒委員から要求がありました資料につきまして、委員会として執

行部に資料要求したいと思いますが、よろしいですか。  

 

（「異議なし」の声あり）  

 

古屋委員長   執行部に申し上げます。ただいま乙黒委員から要求がありました資料につき

ましては、作成の上、委員会終了後、委員に配付願います。  

 

望月（利）委員   私は昨年度も教育厚生委員会に所属させていただきまして、本年度も２年

続けてということで、昨年度、指定管理施設を取り巻く状況について幾つか質

問をさせていただきました。本年度も、あゆみの家とか、この所管の指定管理

施設について、所管で質問させていただければと思っています。 

  まずは、あゆみの家についてお伺いします。  

  昨年度、令和３年度の１年間を指定管理として選定しまして、そのときの募

集要項では、県からの委託料２ ,３４２万８ ,０００円の基準額を上限として支

払うこととなっていましたが、協定上の委託料は幾らだったでしょうか。  
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古澤障害福祉課長 本年度の指定管理料につきましては２,３４２万８,０００円となっており

ます。 

 

望月（利）委員   次ですが、令和３年８月に今年度の募集要項が出ていると思っておりま

す。指定管理は４年間で、県からの委託料はゼロということだと思っておりま

すが、委託料の支払いがなくなった理由を教えてください。  

 

古澤障害福祉課長 当施設は、昨年度まで、指定管理料につきましては県から支払いを行って

おりませんでした。障害福祉サービス、障害児福祉サービスにつきましては、

市町村から介護給付費が給付されることから、この財源を直接事業所が受け入

れるという形で、県からの支出というのはございませんでした。 

  今年度につきましては、昨年度、もともと民間移譲の予定で進めていました

が、公募したところ希望者がなく、指定管理を続けなければならないという状

況になりました。また、以前の指定管理者が当施設を引き続き指定管理を引き

受けるという意向がなかったものですから、新しい指定管理者にかわっており

ます。その指定管理者は、同じ南アルプス市内にございます社会福祉法人手を

つなぐ親の会でございますけれども、この指定管理者のもとで新しく施設の運

営が始まっています。 

  新しい施設の利用者でございますけれども、昨年度までの利用者につきまし

ては、従前の指定管理者がみずからの施設で支援を継続するということになり

ましたので、４月以降は県立あゆみの家を新しい指定管理者が順次、北病院か

ら利用者を受け入れながら運用していくということになりました。その支援給

付費との関係でございますけれども、どうしても施設基準に基づく人員を確保

して配置しなければならないことになりますので、一定の費用がかかります

が、それに対する給付費が市町村から十分に支出されないということで、この

差を補塡するような予算を組んでおります。 

 

望月（利）委員   次ですが、施設の定員が、自立訓練２０名、宿泊型が２０名の利用定員と

いうことになっています。指定管理を開始して半年程度だと承知しています

が、利用実績はどれぐらいでしょうか。  

 

古澤障害福祉課長 定員２０名に対しまして６名の入所という状況になってございます。 

 

望月（利）委員   職員数ですが、令和２年４月１日当時は１２名ということだったと思いま

すが、現在は何人でやっていますか。  

 

古澤障害福祉課長 昨年は１２名でございましたけれども、本年度は若干少なくなってござい

まして、基準はクリアをしてございますけれども、１０名ほどとなってござい

ます。 

 

望月（利）委員   １０名ということで、２名減って運用しているということを承知いたしま

した。 

  次に、育精福祉センターについてお伺いしたいと思います。  

  来年度から、成人寮と児童寮を一本化して４年間の指定管理を募集すること

にしていると承知していますが、私は募集要項を拝見させていただいたんです

が、管理運営に必要な経費の一部として、こちらは委託料を支払うということ

になっています。その金額は、４年間で５億３ ,１８４万９ ,０００円と承知し

ていますが、こちらには委託料を支払う理由と、その積算の内訳を、わかる範

囲で構いませんが、教えていただけますでしょうか。  
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古澤障害福祉課長 これまで、育精福祉センターの成人寮と児童寮は、それぞれ別の施設とし

て指定管理を出してきたという経緯がございます。 

        児童寮につきましては昨年度からということで、指定管理者自体は同じ法人

になってございます。今年度で指定管理期間が終了いたしますので、明年度か

らは、これを一体で運用していただこうということで、指定管理を一体で出す

ような形をとってございます。 

  児童寮につきましては、県直営で実施していた時期もそうでございましたけ

れども、昨年度も今年度も、児童施設ということで児童相談所等との関連もご

ざいまして、受け入れに一定数の定員に少しあきを設けなければならないとい

うこともございまして、定員いっぱいの人員が確保できれば支出と収入が追い

ついていくんですけれども、どうしても支出に対して収入が追いつかないよう

なところがございます。これまで県の直営のときにも赤字になっていました

し、昨年、ことしは、指定管理者の運営に対して指定管理料を出すことで運営

を回してきているという状況にございます。 

  明年度につきましても、成人寮につきましては、障害福祉サービスが入って

きますので、そこは指定管理料を計算していない。児童寮につきましては、昨

年度、ことしの実績等を考慮いたしまして、主に人件費が大きいんですけれど

も、指定管理料として支出するという方向で計算をさせていただいているとこ

ろでございます。 

 

望月（利）委員   今、口頭で積算内訳も含めて理由を申し上げていただいたんですが、資料

としていただけるのであれば、後ほどいただきたいんですが、委員長どうでし

ょうか、お諮りください。  

 

古屋委員長  ただいま望月委員から要求がありました資料につきまして、委員会として執

行部に資料要求したいと思いますが、よろしいですか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

古屋委員長  執行部に申し上げます。ただいま望月委員から要求のありました資料につき

ましては、作成の上、委員会終了後、各委員に配付願います。 

 

望月（利）委員   前回の指定管理時、児童寮については、指定期間が２年間、委託料の基準

額は１億６ ,８２５万４ ,０００円でした。実際の協定上の委託料というのは、

私は存じ上げていませんけど、ほぼ同額ぐらいかと推測します。前回の基準額

は、資料を見たら単年度平均で８ ,４２７万円と書いてありました。  

  一方、今回は単年度で１億３ ,２９６万２ ,０００円で、１ .５倍になっている

というところで、この増額理由についてお聞かせください。  

 

古澤障害福祉課長 明年度から４年間の指定管理料の積算に当たっては、今後の指定管理施設

における利用者の動向等を推計いたしております。本年度、高校３年生の方が

割合多く在籍をしておりまして、この方たちが今年度で退所した後の利用が若

干少なくなってきております。そのあたりを勘案いたしまして見込み数字を出

し、積算を行った中で、収入が減っていきますので、その部分を指定管理料と

して出すとなってございます。 

 

望月（利）委員   委託料がなければ赤字になってくると思っています。成人寮の昨年度の決

算状況を見ますと、単年度で３ ,０００万円余りの預貯金があると承知してい
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ます。２億５ ,０００万円余の累計額に上ると私は計算しましたが、こういっ

た黒字経営の要素を加味して、児童寮の委託料を算定されるべきと思います

が、いかがでしょうか。  

 

古澤障害福祉課長 指定管理料の積算に当たりましては、児童寮は児童寮のということで積算

をさせていただきました。 

  成人寮の収支差額につきましては、もともと社会福祉法人につきましては、

社会福祉充実計画に基づきまして、みずから充実費に充てるような計画をつく

って公表し、それに基づいて事業を行うスキームになってございます。 

  この指定管理料自体は、当然、市町村経由で行っておりますし、県だけが出

している財源ではございません。そういったこともございますし、他の民間の

施設も同じように給付がされている中で運営されていますので、その辺の公平

感等も当然ございます。なので、個別に計算をさせていただいて、児童寮につ

いては赤字が出ることを見込んで管理料を出しているという状況でございま

す。 

 

望月（利）委員   指定管理制度の意義に、管理運営経費の削減による施設を所有する地方公

共団体の負担の軽減というのが一般的に挙げられると思っています。  

  しかしながら、委託料が増額されており、県の負担がふえているということ

で、なかなかすっと落ちてこないなという部分もあります。解消に努めていく

御努力をされると思いますが、最後に御所見を伺います。  

 

古澤障害福祉課長 実際に、例えば、この指定管理者である手をつなぐ親の会につきまして

は、昨年度末、県の指定管理施設でありました県立梨の実寮という施設の有償

譲渡を引き受けているという状況もございます。 

  こうした県立施設を引き受けてもらうために、やはり費用が発生しているも

のを法人全体の剰余金の中から支出している。その中には、一部こうした収支

差額を活用しているような例もあろうかと思っておりますので、法人全体の運

営と各施設の状況なども勘案しながら、よく、そこは精査もさせていただきま

して、県の支出がなるべく抑えられるようにという考え方を持ちながらですけ

れども、運営してまいりたいと思っております。一方で、先ほどもありました

けれども、指定管理者自体も法人として社会福祉充実計画にのっとって事業を

展開していくという考え方もございますので、この辺も含めまして勘案しなが

ら、運用を丁寧に確認しながらやっていきたいと考えております。 

 

 

主な質疑等  教育委員会関係 

※第１０９号   令和３年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員

会関係のもの、第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの及

び第３条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

 

質疑 

 

       （ヤングケアラー相談支援強化事業費） 

乙黒委員  教４ページ、ヤングケアラー相談支援強化事業費についてお伺いします。 

  私は一般質問でも質問させていただいて、先ほど午前中の子育て支援局でも

同様の質問をさせていただいたんですが、質問の答弁でもありましたとおり、
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学校のヤングケアラーの皆さんに対応するということで、スクールソーシャル

ワーカーによって相談体制の強化を行うと、これは本当にすばらしいことだな

と思っております。 

  その中で、今後ヤングケアラーの対象となるような子供たちから、さまざま

な質問や相談が来るという中で、現時点で、どのような相談を想定して、行政

としてどのような支援や対応を考えているのか、お答えをお願いします。 

 

秋山義務教育課長 現在どのような相談を想定しているかということですが、何かこれと絞っ

て考えてはおりません。今、子供が抱えている問題は、家庭によってさまざま

だと思いますので、それに適切に対応できるよう、そういった知識等を身につ

けるため、ソーシャルワーカーを含めて、学校の教員も研修を受けながら対応

していきたいと考えております。  

 

乙黒委員  おっしゃるとおり、私も、相談があってから考えるというのが普通の感覚な

のかなと思っています。実は、この間質問をした後に、別の方から「じゃあ、

具体的にどんなことができるの？」と言われたときに、私は、なかなか具体策

をお答えできなかったんです。 

  実際に、ヤングケアラーと言われる子供たちにどんな支援ができるかという

と、抱えている問題が、御家庭の事情で金銭的な部分、あとは人手が足りなく

て親御さんや祖父母の面倒を見ているとか、アンケートの結果なども含める

と、そういった部分の支援が、ある程度明確に絞れていると思うんです。それ

以外の多岐にわたる相談に関しては、今後随時対応していくにしても、恐らく

金銭面や人的な支援の部分は必ず出てきますので、そういったときに、その子

供たちに、すぐに明確な答えが示せるような対応をあらかじめ行政として考え

るべきだと思うんですね。金銭的に難しい部分があればこういう制度があるよ

とか、そういうのを先に拾い出しをしておいて、相談があってから考えるので

はなくて、そういう対象を絞った中で、そういうことをやるべきだと思うんで

すね。 

  大人であれば自分でそういう制度を調べて申請するとかできると思うんです

けど、子供にそれを自分でやれと言われてもなかなかできないと思いますの

で、スクールソーシャルワーカーも含め、そういった具体的な拾い出しで、こ

ういう手助けができますという部分を、あらかじめ準備すべきだと思うんです

けど、それについて、ぜひ御見解をお願いします。 

 

秋山義務教育課長 まさに、委員御指摘のとおりでございまして、どのようなサービスができ

るかというところが支援の具体的な方策だと思います。現状におきまして、教

育委員会だけで解決できる問題ではございませんので、福祉、子育て等々と連

携させていただきながら、今、会議を行っております。その中で、それぞれで

きる連携、手だて、そういった方々への支援について、今協議をしている最中

でございますので、いただきました御意見等を参考にさせていただきながら、

その会議の中で、具体的な支援が図れますように、今後進めていきたいと思い

ます。 

 

       （小学校教員確保推進事業費補助金） 

望月（利）委員  教２ページ、小学校教員確保推進事業費補助金について伺います。 

  この９月定例会で補正予算も提出されており、小学校の教員の確保に向けた

新たな事業を創設することとしていますが、その事業の概要と事業を実施する

こととなった背景についてお聞かせください。 
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藤原次長・総務課長事務取扱 まず、事業の概要でございますが、教育現場を支える優秀な人

材の確保を図るということで、県内の公立小学校に正規教諭として採用されま

した教員のうち、日本学生支援機構奨学金の貸与を受け返還が予定されている

者につきまして、一定期間勤務した者に対しまして、奨学金の返還金の一部を

支援するというものになってございます。ただし、大学３年生時に登録いただ

くことを条件としておるところでございます。 

  それから、もう１つ御質問いただきました事業実施の背景でございますが、

小学校におきましては教員の大量退職の時代を迎えております。そういった中

で、採用倍率の低下が著しくなっている状況でございます。そういった中で、

優秀な人材の確保は急務な課題と捉えております。そこで、進路決定時期にあ

る大学３年生時に、教員志向のインセンティブを付与するという意味で競争を

していただき、こちらに登録をしていただきまして、登録後も意欲的に勉強に

励んでいただいて、優秀な教員の確保につなげたいと考え、今回の補助制度を

創設したものでございます。 

 

望月（利）委員  報道各社でも発表されたように、令和４年度の公立小学校の教員採用倍率

が１.９倍と、２倍を割っているという報道がありました。大量退職の後、や

はり優秀な人材を確保し、子供たちの教育の場のレベルをしっかり確保しなき

ゃいけないと、私も考えています。 

  そこで、どのように利用者の募集や奨学金の返還支援をしていくのか、全体

のスキームという部分を具体的にお聞かせください。 

 

藤原次長・総務課長事務取扱 ただいま事業スキームということで、事業の流れにつきまして

時系列に従って御説明させていただきたいと思います。 

  まず、日本学生支援機構の貸与を受け返還を予定されています大学生３年生

を対象にしまして募集を行い、事前登録をしていただきます。事前登録に対し

ましては、教員検査の受検までの期間に、教員採用情報であるとか本県の学校

教育の取り組みなどを紹介しまして、確実に受検につながるように働きかけて

まいりたいと考えております。 

  次に、大学４年生時に教員選考検査を受検してもらいます。その後、本県の

公立小学校に翌年採用された教員１年目に補助金の交付申請をいただきまし

て、教員選考検査の成績をもとに、１８名程度の枠で補助金の交付決定を行い

たいと考えております。 

  そして、教員２年目から１１年目までの１０年間に分けまして、卒業前２年

間分の奨学金の返還金の一部について、前年の勤務状況を確認し、補助金を支

給してまいりたいと思っております。 

  なお、短期で離職した場合には補助金を返還してもらうことも想定しており

ます。 

  また、優秀な社会人を確保する観点からも、社会人の受検者についても２名

程度対象にしたいと考えております。 

 

望月（利）委員  教員の確保という部分は、ここのところ全国的に質の維持と確保が問題に

なっている中で、この事業に対して、私も非常に期待をしているところであり

ます。 

  この事業を進めることによって、どのような効果が見込まれるかお聞かせく

ださい。 

 

藤原次長・総務課長事務取扱 期待される効果でございますが、教育関係の会社の調査では、

教育学部生の大学卒業後進路に向けた準備活動の開始時期というのが、大学２
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年生以前の段階では、大学卒業後の進路に向けて準備活動を行っていると答え

た学生は１３.７％にすぎませんでした。しかし、大学３年生では、前期で４

５％、後期になりますと８２.４％と、その進路希望が確定してまいります。 

  こうしたことから、教員志願者の確保に向けまして、進路選択期にある大学

３年生時に教員志向のインセンティブを付与することは非常に重要であると考

えております。 

  また、事前登録してもらうことによりまして、大学３年生時から本県の学校

教育の取り組みや採用情報を発信して理解してもらい、学生に補助対象となる

ため登録後も意欲を持って勉学に励んでいただくことで、本県教員に採用され

た時点から高い意識で教職に取り組んでもらえると考えております。 

  さらに、本補助金の対象とならない周りの学生にも、それらの情報が広が

り、本県教員への関心を高めてもらうことも、相乗効果として期待していると

ころでございます。 

 

       （全盲児童生徒学習機会支援事業費）  

藤本委員  教６ページ、全盲児童生徒学習機会支援事業費についてお伺いいたします。 

  御承知のとおり、既に国がＧＩＧＡスクール構想を推進しておりまして、昨

年度末には、特別支援学校の小学校部及び中学校部にも１人１台端末としてｉ

Ｐａｄが導入されたとお聞きしています。 

        私は、目の不自由な方、子供さんにとっても、今回の情報端末の整備は、と

ても意義の深いものだと思いますし、また、今後、子供たちが、これをうまく

利用・活用していくということも非常に重要だと思うんですけれど、今回の９

月議会におきまして、補正で全盲児童生徒の皆さんの学習機会がより担保され

たと思いますが、これについて幾つかお伺いいたします。 

  まず、全盲の児童生徒が円滑にＩＣＴ教育を受けられるように、点字音声情

報端末を整備されたとありますが、事業の概要についてお聞かせください。 

 

保坂高校改革・特別支援教育課長 現在、県立盲学校には、全盲の児童生徒がお二人在籍して

います。ほかの児童生徒は弱視ですけども、お二人が全盲であります。 

  全盲の児童生徒は点字に触れることで文字を読みますので、ｉＰａｄの画面

に表示される文字は読み取ることができません。今回導入しようとしている点

字音声情報端末は、点字専用のキーボード、それから点字が表示できる機能、

点字は凹凸なんですけど、ピンが上下して点字が表示できる機能が備わってお

りまして、持ち運びも可能な小型のものになっております。 

  この端末をｉＰａｄと接続することで、ｉＰａｄの画面に表示されている文

字を点字で読むこと、それからキーボードで点字を入力して専用のプリンター

を介して紙に点字で出力することができるということで、全盲の児童生徒に対

して、よりよい学習環境が提供できるものとなります。 

 

藤本委員  とてもすばらしいことだと思います。 

        今回、この事業を補正予算に計上するに至ったプロセスといいますか、経緯

についてお聞かせください。 

 

保坂高校改革・特別支援教育課長 先ほど申し上げましたように、盲学校に通う児童生徒の多

くは弱視でありまして、自由に文字とか写真の大きさを拡大表示することがで

きるｉＰａｄは、非常に児童生徒の学習に有効なものとなっております。 

  一方、全盲の児童生徒のｉＰａｄの活用方法ですけれども、当初は音声によ

る入出力が有効だと考えていたんですが、令和元年度に、今回導入するものと

同じ点字音声情報端末を指導用に１台導入し、ｉＰａｄに接続して、その全盲
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の児童生徒が実際に使うと、一人で調べたり、調べた内容を文章にまとめるこ

とができるなど、学習に非常に有効であることがわかり、導入の必要性を感じ

ていたところであります。 

  このため、文部科学省へ補助事業を要望していたところ、導入の見通しがつ

いたことから、今回、この端末を２台購入する予算を計上させていただいたと

ころです。 

 

藤本委員  今回は２台分の予算ということですが、きっと学校の中で利用されるんじゃ

ないかなとイメージしているんですけれど、児童生徒の皆さんが利用されるた

めには、機械のことをわかっている教員が、ＩＣＴの活用なり指導の能力をお

持ちでないとならないと思うんです。全盲の児童生徒の皆さんが、購入した２

台を滞りなく利用するために、一緒に学ぶ教員への支援は、どのようになって

いますでしょうか、お伺いいたします。 

 

保坂高校改革・特別支援教育課長 教員に対しての支援ということでございますけれども、令

和元年度に指導用として１台導入しております。こういうことから、教員もｉ

Ｐａｄと点字音声情報端末をどうつなげて、実際、児童生徒に対してどう指導

できるかということはわかっておりますので、そこら辺は御心配なく活用でき

るものと思っております。 

 

藤本委員  先生方も、しっかり準備期間を経て、購入したら早速対応できるということ

で安心しました。 

  また、児童生徒は、もしかすると学校だけの利用かもしれないんですけど、

義務教育の中ではｉＰａｄ等を持ち帰って家庭でも使うということもあるかな

って思うんですけれど、全盲の児童生徒の皆さんは、家庭への持ち帰りですと

か、あるいは持ち帰ったときに保護者の皆さんのサポートとか、そういった持

ち帰ったときに学習環境へどう生かすことができるのか、そこら辺のイメージ

というか、実態についてお聞かせください。 

 

保坂高校改革・特別支援教育課長 今回、ＧＩＧＡスクール構想でｉＰａｄを導入してござい

まして、児童生徒が家庭でも使えるようになっております。 

  この点字音声情報端末につきましては、家庭に持ち帰ることについて、まだ

詰めている状況ではございませんので、運用方法は、まずは学校の授業で使う

んですけれども、家庭への持ち帰りということについては、この場で決まった

ことを申し上げる状況にございません。 

 

藤本委員  ぜひ、これから試行期間の後に、身近なものですので、どこでも利用したい

なという場面で使えるよう、県としても支援していっていただきたいというお

願いが１つと、最後に、今回の補正予算で整備される点字音声情報端末による

授業の効果ですとか、学習の効果ですとか、効果は幾つもあると思うんですけ

ど、これらについてお聞かせください。 

 

保坂高校改革・特別支援教育課長 まず、全盲の児童生徒が、弱視の児童生徒と同じようにｉ

Ｐａｄをみずから操作して授業を受けることができる、これが１点目。 

  それから、教師や点字が読めない弱視の児童生徒と画面を共有することがで

きますので、協働した学習を行うことが可能だと考えております。 

  それから、この機器の導入によって、情報活用能力が大きく向上するという

こともございますので、全盲の児童生徒の卒業後の進路選択にも広がりをもた

らす効果も期待できるのではないかと考えております。 
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藤本委員  いろいろな効果が期待できるようですので、これからの時代、誰もがこうい

った情報機器を利用して学ぶことができますように、いろんな背景をお持ちの

子供さんたちもふえてきていますので、ぜひ、今後、将来の夢ですとか、こう

いうものを目指したいなという思いが少しでも形になりますように、子供さん

たちの、ＩＣＴを活用した教育環境の充実を一層取り組んでいってもらいたい

と思います。 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

 

※請願第２－１６号  ゆきとどいた教育を求めることについて 

 

意見 

 

水岸委員  請願第２－１６号、ゆきとどいた教育を求めることについての請願事項の各

項目については、県立高等学校長期構想や、やまなし特別支援推進プラン等に

基づき、それぞれ取り組みを行っており、教育環境の整備、充実に順次努めて

いると承知しています。 

  また、高校授業料無償化については、平成２６年度から就学支援金制度と奨

学給付金制度が設けられており、当面は両制度の推移を見守っていく必要があ

ることから、継続審査とすることが適当だと考えます。 

 

討論     なし 

 

採決     採決の結果、継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

       （少人数教育と教員の確保について） 

早川委員  少人数教育と教員の確保の２つにまたがりますがお伺いします。 

  もともと、知事が進める少人数教育については賛成の立場ですけど、今年

度、小学校１年生に２５人学級が導入されて、我々の委員会でも加納岩小学校

を、知事も船津小学校に行って、その時点では、各親御さん、生徒さん、教員

から、よい効果が聞かれている状況であると思うんです。今後、重要な政策な

ので、根づかせるためには、その２つの学校だけじゃなくて、そのほかにも多

分二十何校あると思うんです。いろんな地域的な問題もあると思うので、もう

ちょっと体系的にいい点、悪い点をしっかり調べないと、イメージ先行で、今

は「いいです、いいです」ってイメージがあると思うので、他の学校について

も調べていくべきだと思うんですけど、その辺はいかがですか。 

 

秋山義務教育課長 委員から御指摘いただきました２５人学級の導入につきましては、４月に



令和３年９月教育厚生委員会会議録 

 

 27 

知事が船津小学校、本委員会が加納岩小学校に視察に行っていただきました。

それ以外にも２０校ほど導入する学校が現在ありますので、それにつきまして

は、いろんな意味で学校の声を拾っていくことが大切だと思いますので、聞き

取りを予定しております。 

  ただ、コロナの関係等がございますので、現状は余り進んでいない状況がご

ざいますが、ぜひ、いろんな学校の御意見をいただきながら、今後とも２５人

学級等について検証してまいりたいと思います。 

 

早川委員  そうすると、他の学校についてもしっかりアンケート的なものをとるという

認識でよろしいですね。 

 

秋山義務教育課長 具体的にアンケートという形をとるかどうかはわからないですけども、必

ず、その学校においての２５人学級のいろんな状況については調査をしてまい

りたいと思います。 

 

早川委員  改めて、今は１年生ですけど、来年は２年生ですか。重なるかもしれないで

すけど、１学年を２５人学級にすることによって、どのくらい予算がかかるん

ですか。改めてお願いします。 

 

藤原次長・総務課長事務取扱 こちらにつきましては、児童生徒数等がはっきりしないと試算

ができないんですが、今後進めていく上では、１学年で３億円ぐらいかかるの

ではないかということを想定しているところでございます。 

 

早川委員  ３億円かかるということですが、今度は３年生に関してです。たしか導入の

前に、今年度は、有識者というか、外部の人を入れての検討会を立ち上げたと

思うんです。３年生に導入するに当たって、だんだん学年が上に行くに当たっ

ては違う要素が入ってくると思うんで、私は、同じような検討会を立ち上げる

べきだと思うんですけど、検討会を立ち上げる方針とか意向はどうなっていま

すか。 

 

三井教育長  先ほどのお話とあわせて御説明申し上げます。今年度は、そういった予算も

検討会も用意してございませんが、内部的に、２５人学級を導入する前と後の

子供たちの比較をしたり、あるいは子供たちの自己肯定能力的な意味での気持

ちの内容を調査したりということで、今年度、基本的な調査を実施して、評価

の準備をしたいと考えています。 

  委員御指摘の、外部の有識者を含めた意見を聞きながらということは、来年

度以降実施して、３年生の学年進行について結論を出していきたいということ

で予定しております。 

 

早川委員  教育長から、今年度はアンケートをとって、しっかりと状況を把握し、来年

度３年生に上げるときも、外部の意見を入れて、効果とかをしっかり把握する

と答弁をいただきました。３億円かかりますから、やっていただきたいと思い

ます。 

  もう１点、先ほどから出ている教員の確保ですが、なかなか教員の人たちの

人気もない中で奨学金を免除するということですけど、私は前回の委員会でも

言ったんですけど、県内でも優秀で教育に熱心な学生がいて、恐らく１９人の

推薦があると思うんです。私は推薦枠をふやしていくべきだと思っていて、ま

ずは、山梨県内の推薦枠について、ふやしていく意向はありますか。 
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三井教育長  委員御指摘のとおり、今年度、推薦枠を設けさせていただいて、教職の検査

をさせていただきました。結論から言いますと、非常に優秀な生徒が多かった

というのが感想でございます。 

  そういった意味で、そういう意欲のある学生たちが頑張れる機会を設けると

いうのは非常にいいことだと考えています。ただ、ボリューム的にどのくらい

が適当かというのは、全体で見ながら考えるべきだと思っていまして、現在、

検査が終わった段階ですので、方向性が決まっているわけではないんですが、

ただ、結果としては、非常に効果があったんじゃないかという認識をしている

状況でございます。 

 

早川委員  そういう効果がある中で、この間、教員試験が終わりました。もう１点、県

外の、特に都内で山梨県に興味を持っている学生が、コロナ禍もあって非常に

ふえていまして、山梨県内の推薦枠だけじゃなくて、都内の教育系の大学で、

山梨県はこういうメリットがあってという、都内の学生とか県外の学生につい

ても、移住対策とか人口減少の対策の観点からも推薦枠をふやしていくべきだ

と思うんですけど、この辺についても方向性なり、議論をしていくべきだと思

うんですが、その辺はいかがですか。 

 

三井教育長  今回、債務負担行為をお願いしております新しい奨学金の支援事業も含めま

して、さまざまな手法やツールを使う中で優秀な学生を幅広く集めてまいりた

いと。ぜひ、いろいろなことを検討してまいりたいと思っております。 

 

 

       （峡南高校と増穂商業高校閉校後の利用状況） 

望月（利）委員  学校施設の有効活用について聞きたいと思っております。 

        少子高齢化の中、今、県内各地で学校施設が閉校になってきている。そし

て、私の地元である峡南地域も、高校の再編の中で、峡南高校と増穂商業が統

合して青州高校ということでスタートしております。 

  そこで、まず１つ、峡南高校もしくは増穂商業高校の閉校後の今の利用状態

と、その跡地をどう活用していくのかというところをお聞かせください。 

 

古屋学校施設課長 まず、増穂商業につきましては、今まで県庁の各課に利用の照会をしてい

ましたが、利用の希望がなく、地元の富士川町が増穂中学校と鰍沢中学校との

統合中学校として利活用したいという申し出がありましたので、今年度４月か

ら事務レベルで協議を進めておりました。 

  今般、建物及びその敷地の取り扱いの方針等について富士川町と協議が調っ

たために、令和３年８月２４日に基本協定書を締結いたしました。 

  その基本協定書に基づいて、この９月補正予算を計上しているんですが、町

では、令和５年４月に、この跡地に統合中学校を開設する予定と聞いておりま

す。 

  また、峡南高校につきましては、増穂商業と同様に、今年度４月からは利用

しておりません。ここも県庁内で３回にわたって利用希望の照会を行いました

が、県の利用希望は今のところございません。 

  地元の身延町に利用希望の意向を確認しておりますが、町でも峡南高校のあ

る地域に廃校を有していて、まず、そちらの利活用を優先したいということ

で、今のところ利活用の希望はない状態でございます。 

  今後につきましては、公共的利用優先という考え方はございますが、それを

基本としつつ、公共の利用計画がない場合には民間等への売却も検討していき

たいと思っております。 
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望月（利）委員  峡南高校については、なかなか使ってもらえるところがないということで

す。建物というものは、利用しないと朽ち果てていってしまって、すぐ壊れて

しまうので、ぜひとも何か利活用してもらいたいということでございます。 

  それと、増穂商業のことについてなんですが、８月に協定書を結ばれたとい

うことですが、私は、その経過も何も聞いていない。県から地元に正式に譲っ

ていくというようなことは、どういった時間軸の中で決まっていったんでしょ

うか。それで、その間に議会への説明がなかったと思いますが、議会の議決を

経ずに譲渡を進めていいのしょうか。その２点について。 

 

三井教育長  今回の増穂商業高校の処分でございますが、これにつきましては、先ほど課

長から説明がありましたとおり、年度当初に譲渡の意向申し出があって、話を

進めていたということでございます。底地が寄附地等もある、あるいは建物も

非常に老朽化しているということで、制度上の問題で言うと、譲渡についての

議決は不要なものということでございますが、特に地元の関係もございました

ので、地元の望月委員に総務部の理事から途中で数度お話をさせていただいて

いるかと思いますが、教育委員会からは直接なかったという状況かと存じま

す。 

  そういった意味では、十分に御報告申し上げていなかったということで、こ

の場をおかりしておわびを申し上げたいと思います。 

 

望月（利）委員  やはり、手続上しっかりとオフィシャルなところで手続を進めながら協定

を進めなきゃいけないと思っております。ですから、先ほど説明があった８月

の協定は、議会の議決を経てないんで、私は無効だと思っています。要は、議

会の議決を経る前に、勝手に執行部で進めてしまうということがいいのかどう

か。私はまずいと思います。私は無効だと思いますが、どう考えますか。 

 

三井教育長  先ほどちょっと説明ございましたが、協定、覚書につきましては、あくまで

も事務的に進めさせていただきましたという、それ自体でお怒りいただくとい

うのは申しわけないんですが。今回、その方向で設計費を予算として計上させ

ていただいたということで、この予算の中で議論、議決をいただけたと思って

おります。よろしくお願いします。 

 

望月（利）委員  手続的に乱暴だと思いませんか。教３ページに出ている、増穂商業の解体

の予算を盛って、譲渡の協定も認めろという部分。これが議決されたから、こ

れで進めていくよ、議会の了解を得たって、このやり方は執行部としてよくな

いですし、議会として、それはしっかり言っていかなきゃいけないと思いま

す。解体費を盛ったからって、その土地を譲渡する協定書も認めたことになる

ということはあり得ないと思いますが、その辺どうでしょうか。 

 

三井教育長  今回結ばせていただきました協定は、県庁内部の譲渡のルールを逸脱してい

ないということで、内部的な事務処理として特に問題なかったというのが我々

の判断でございました。そういう意味で、説明がその上でも不足だということ

につきましては、この場をかりましておわび申し上げたいと思います。 

 

望月（利）委員  教育長に答弁いただくと本当に心苦しいんですが、ここについては、しっ

かり訴えなければいけないと思っております。 

  内部的な部分ということでありますから、議会の議決は関係なく協定はルー

ル上大丈夫ということですから、私は、正式な文書ではないと認識しておりま
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す。全体としての意思決定ではないと思っております。 

  これからの進め方、議決、もしくは、その進め方について、正式な部分はい

つ手続を進めていくのかというのが１点。 

        実は、私は地元から「県議知っているんですか。令和３年の３月に町長が所

信表明で『中学校の統合だ』と言い出した」と。保護者説明会を一度しか開い

ていない。保護者は、集まったはいいけど、もう統合ありき。富士川町の中学

校をつくってと統合ありきの話だったと。とても子供たちを預けられないとい

うことで、私に届いている声は、ほぼ１００％と言っていいぐらい、この統合

について反対しているような状況。それを私は受けて、具体的なことは何も聞

いてないよって、こういう説明はできないですよ。 

  しっかり、手続的にちゃんと議会の議決を経てから、こういう予算を出して

いくことをしないといけないと思うんですが、どうでしょうか。 

 

三井教育長  過去の譲渡の例を見ましても、議決の案件として出すのはなかなか難しいも

のがあったと思います。 

  ただ、説明不足だという意味では、委員御指摘のとおりと理解いたしまし

た。どうも申しわけありませんでした。 

 

望月（利）委員  本当に、教育長に頭を下げていただいて、心情的にはあれですけど、私

は、やっぱり手続的に納得できないし、この予算を認めるという部分には至っ

ていない状況です。具体的なもの、どう進めていくのかということを、もう一

度議会にもしっかり投げていただきながら、順を追って進めていってほしいと

いうことを申し入れさせていただきます。 

  ちょっと話を切りかえて、令和３年３月の町長の所信表明の中で、令和５年

４月に開校すると。２年で開校していくという本当にタイトなスケジュールで

す。当然、これは町の教育委員会が決めていくことですが、先ほど私が言った

とおり、地元の保護者の同意をほとんど得ていない中で、強行的に進めていく

と言っても過言でもないような富士川町の教育委員会もしくは町のやり方につ

いて、県の教育委員会はどういうスタンスで考えているんでしょうか。 

        教育行政というのは、こういう短い期間に学校を壊して、新しいものをつく

っていくということは、私は肌触りとしてそぐわないと思いますが、担当課

長、いかがでしょうか。 

 

古屋委員長  暫時休憩いたします。 

 

古屋委員長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

        それでは、先ほどの望月委員の質問に対して答弁をお願いします。 

 

三井教育長  失礼いたしました。 

        今回の案件につきましては、事前に十分な説明ができていなかったという御

指摘を受けました。 

  改めまして、これまでの経緯と今後のスケジュールを整理いたしまして、委

員会に御説明をさせていただく機会を設けさせていただくということで、ぜひ

御了承いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

望月（利）委員  教育長から答弁をいただきまして、協定書という部分は執行部側の正式な

文書ではないと認識をいたしましたが、その協定書の内容もまた改めてお知ら

せいただきながら、行政の議決を踏まえた県全体の譲渡の意思の決定のタイミ

ングとか、そういったものも丁寧にお伝えいただきながら、しっかりと、とも
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に前に進めていければなと思っておりますし、議論も重ねていければなと思っ

ておりますので、ぜひ、よろしくお願いいたします。 

 

 

その他   ・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成並びに委員長報告につい

ては委員長に委任された。 

      ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については配付資料のとおり決定され

た。 

      ・閉会中の継続審査案件に関する調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され

た。 

      ・県内調査を１０月２２日に実施することとし、詳細については後日連絡するこ

ととした。 

 

 

以    上  

 

 

                           教育厚生委員長 古屋 雅夫 


